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はじめに 

２００８年秋の金融危機以降の雇用失業情勢は、派遣労働者や契約社員等が解雇や雇止め等によ

る離職者等が増加するとともに、現在においても円高などの影響も加わり依然として厳しい状況が

続いている。それに加え２０１１年３月１１日（金）の東日本大震災により甚大な被害が生じた。

このような状況下、求職者に対する雇用のセーフティネットをさらにきめ細かく整備し、その早期

の就職を支援することの必要性が増大し、とりわけ職業訓練の社会的重要性が一層高まっている。 

一方、第９次職業能力開発計画においては、「国のプロデュース機能（総合調整機能）の強化」、

「職業訓練のインフラの構築」などの重点施策があげられている。 

国は、「雇用戦略・基本方針２０１１」（平成２２年１２月１５日）の中で「雇用を『つなぐ』」トラ

ンポリン型のセーフティネットの確立を目指して、緊急人材育成支援事業に基づく職業訓練（以下、「基

金訓練」という。）をベースとした恒久的な制度として、平成２３年１０月「職業訓練の実施等によ

る特定求職者の就職の支援に関する法律」（以下「求職者支援法」という。）を施行し、民間教育訓

練機関の活力を活用した「求職者支援訓練」を開始した。前身の基金訓練においては、多くの経験

の浅い民間教育訓練機関等が参入し、施設・設備、訓練内容、及び就職支援等に課題・問題点が数

多く生じたため、「求職者支援法」では、これら経験を踏まえた対応の適正化が進められている。 

このような状況において、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「雇用支援機構」とい

う。）は、長年培ってきた訓練カリキュラムや開発手法など多くのノウハウを整理、再構築することに

より、業種、訓練形態などを超えて横断的、汎用的に活用できるツール等の開発、普及を図るのみなら

ず、雇用情勢や政策の変化と相まって弾力的に研究開発する取り組みが求められていると考えられる。

また、非公式教育訓練における品質保証（ＩＳＯ２９９９０）については、先行研究として取り組

んできているところから、そのノウハウを活用して求職者支援訓練の実施にあたり支援・指導業務

に関して平準化・標準化の仕組作りを行ない、民間教育訓練機関の品質保証を支援する役割が期待

されている。 

本報告書は、研究５年計画の２年目の活動として、職業訓練を行う民間教育訓練機関の品質保証

に関する取組等の実態を把握し、民間教育訓練機関が「求職者支援訓練」を企画・計画するにあた

り雇用支援機構担当職員が適格な支援・指導業務ができるよう「訓練コースのコーディネートマニュ

アル（仮称）」を作成するとともに、マニュアルを活用した担当者研修を実施した成果についてまとめ

たものである。 

最後に当調査研究会にご尽力を頂きました委員及び推薦して頂いた各施設、アンケートあるいは

ヒアリング調査にご協力頂いた関係各位に対して厚く御礼を申し上げる。 

２０１２年３月        

職業能力開発総合大学校 

能力開発研究センター 

所長 猪狩 安充 
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